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汚水処理施設の概成見据え“浄化槽ビジョン”策定へ
令和4年度会員団体事務局長等会議開く

　（一社）全国浄化槽団体連合会は 2月27・28

日、東京・市ヶ谷のホテルグランドヒル市ヶ谷

で令和 4 年度会員団体事務局長等会議を開催し

た。全浄連の各会員団体への情報伝達ならびに

意見交換を目的とした会議で、浄化槽や汚水処

理を取り巻く行政課題や全浄連の取り組み、関

係団体からの情報提供などが行われた。また全

浄連の上田勝朗会長からは、目前に迫る汚水処

理施設の概成と、その後の予算制度の変更・打

ち切りを見据え、令和 5年度から新たな浄化槽

ビジョン策定に着手する方針が示された。

　初日の冒頭で上田勝朗会長は、「本日の会議

は昭和57年から開催され、今年で 40回目を迎

える歴史ある会議。ここ数年間は新型コロナウ

イルス感染症によって中止されることもあっ

たが、昨年度より再開できたことを非常に嬉し

く思う。さて、まず初めに全浄連事務局につい

て報告させていただくが、これまで 9人体制で

あったところ、1 人を環境省浄化槽推進室に出

向させた。私からはさらなる成長をしていただ

くとともに、環境省においても活躍していただ

けるよう期待申し上げたい」と会議の趣旨説明

とともに近況報告を行った。

　その上で、「汚水処理を取り巻く状況につい

て、全国の汚水処理人口普及率は93％に達し

たが、いまだ930万人の方々の生活雑排水が未

処理のまま放流されている。地域の特性を踏ま

えこの状況を早期に解決していくことが重要

で、環境にも財政にも優しく、地震にも強い浄

化槽の一層の整備推進とまちづくりが図られる

よう会員の皆様と取り組んでまいりたい。具体

的には単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への

転換、それから浄化槽システムの脱炭素化推進

事業の継続、全国的な法定協議会の設置と都道

府県および市町村との連携、防災トイ

レ浄化槽システムの設置と活用、浄化

槽設備士研修会の実施など、美しい日

本を守るため、これらの重要課題に積

極的に取り組みたい。加えて浄化槽の

普及促進に欠かせない一元的情報共有

ネットワークの構築と、地理情報を付

加した浄化槽台帳システムの整備も重

要と考えている。こうした取り組みに

当たっては、自民党浄化槽推進議員連

盟や公明党浄化槽整備推進議員懇話会

に加盟する先生方、国や都道府県、市1日目会議の様子

上田勝朗会長
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町村、地方議会の皆様のご指導・ご理解を賜り

ながら、下水道とのベストミックスの中で、皆

様と手を携えて幅広い要望活動を展開してまい

りたい」と述べ、全浄連の事業運営に理解と協

力を求めた。

　令和 8年度以降へ令和 8年度以降へ
　　　   浄化槽の意義整理が必要　　　   浄化槽の意義整理が必要

　この後は講演会が開かれ、環境省浄化槽推進

室の沼田正樹室長が「浄化槽行政の最近の動

向」、総務省準公営企業室の沖本佳祐課長補佐

が「公営企業としての下水道事業の現状と課

題」、環境省浄化槽推進室の志太健一室長補佐

が「浄化槽事業を推進するための協議会、PFI

事業」「令和 5 年度浄化槽システムの脱炭素化

推進事業」、常葉大学の小川浩名誉教授が「汚

水処理事業 10 年概成に向けて」についてそれ

ぞれ解説した。

　このうち沼田室長の講演は、令和 4 年度時点

における全国の浄化槽設置状況を取り上げ、い

まだ360万基残る単独処理浄化槽の合併転換

や、全国平均で 45.7％（11条）と低迷する法定

検査受検率の向上が現状の課題と説明した。こ

れに対する方策としては、改正浄化槽法で規定

された特定既存単独処理浄化槽への措置や、公

共浄化槽事業の実施、浄化槽台帳の整備、法

定協議会の設置などで、令和 5年度予算で盛り

込まれた循環型社会形成推進交付金の拡充メ

ニューなどを活用しつつ、さらなる取り組みの

加速化を訴えた。

　一方、令和 8年度に期限を迎える汚水処理施

設の概成目標については、全国平均としては目

標達成はほぼ確実とするも、浄化槽が主力とな

る中山間地域では依然として汚水処理施設の整

備が遅れていることから、令和 8 年度以降も引

き続き浄化槽整備を継続していくことが必要と

述べた。ただしそれには従来の“水質保全”に

とどまらない、浄化槽を整備することの意義に

ついて改めて整理することが必要で、持続可能

な浄化槽システムの構築に資する脱炭素化、デ

ジタル技術

の活用、国

土強靱化な

どの取り組

みと並行し

つつ検討し

ていくこと

が必要と説

明した。

　沖本課長

補佐は、令

和 3 年度地

方公営企業

の決算状況

を示しなが

ら、下水道

事業が抱え

る課題を説

明した。集

合処理方式

に つ い て

は、高度経済成長期に整備された施設が一斉に

更新時期を迎えようとしているが、改築更新の

ための積み立てが不足し、基本となる使用料収

入も人口減少によって減少傾向にあるなど極め

て厳しい状況にある。

　そのため総務省としては、浄化槽を含めた下

水道事業を持続可能なものとするための取り組

みを推進しており、講演では経営戦略の策定、

公営企業会計の適用、広域化・共同化や最適化

の推進、脱炭素化の推進、DX（デジタルトラン

スフォーメーション）について取り上げた。

　このうち広域化・共同化については、全国の

公共・流域下水道の施設利用率が年々下がり続

け、令和 2 年度時点で全国平均約 6 割程度まで

落ち込んだことを踏まえ、「広域化によって接

続先、接続元の双方が Win-Win になり得る」と

説明。平成28年度の調査では、185団体・284

事業が汚水処理施設を統廃合し、効果を検証

した26団体において最高 14.4億円、最低1700

万円の接続効果が生まれているとした。

沼田正樹室長

沖本佳祐課長補佐
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　公共浄化槽事業の推進と公共浄化槽事業の推進と
　　　 BOO、BOT の新方式解説　　　 BOO、BOT の新方式解説

　志太室長補佐は、公共浄化槽事業について、

事業の重要性とともに、令和 4 年度補正予算

から可能となった新たな PFI 方式である「BOT

（Build-Operate-Transfer）」や「BOO（Build-

Own-Operate）」を取り上げた。

　従来のPFI事業は「BTO（Build-Transfer-

Operate）」で行われており、民間事業者が浄化

槽を整備（Build）したあと所有権を市町村に移

転（Transfer）し、それを維持管理（Operate）

するというもので、BOT は民間事業者が浄化

槽を整備（Build）したあと維持管理（Operate）

を行い、事業終了後に所有権を市町村に移転

（Transfer）、BOO は民間事業者が浄化槽を整備

（Build）し、所有権を移転せずそのまま維持管

理（Own Operate）する方式になる。BTO が民設

公営とすれば、BOT や BOO は民設民営とも言い

換えられる。

　汚水処理方式では通常は BTO が一般的で、

BOT や BOO はあまり例がない。しかしながら浄

化槽では、設置から維持管理まで一体的なサー

ビスの提供が可能になるなどのメリットが考え

られ、志太室長補佐は BOO 方式で想定する事業

スキーム（枠組み）などとともに、法定協議会

の活用や、新たに取りまとめる PFI 事業活用の

ためのマニュアル整備等を通じて公共浄化槽事

業を今後も推進していく考えを示した。

　また浄化

槽システム

の脱炭素化

推進事業で

は、もとも

と令和 5 年

度からは費

用対効果な

どの要件の

引き上げが

予定されて

いたが、令和 4 年度は世界的な半導体不足など

事業実施が困難な状況があったことから引き上

げは行わず、要件および対象事業ともに令和 4

年度と同条件で実施すると説明した。

　改めて温室効果ガスに係る政府の2030年度

46％削減目標に向け、①既設の中大型合併処理

浄化槽に係る高効率機器への改修②既設の中大

型合併処理浄化槽から先進的省エネ型浄化槽へ

の交換③同時に行う再生可能エネルギー設備の

導入支援――の 3 事業について 1/2補助を実施

することとした。

　汚水処理事業の持続性確保へ汚水処理事業の持続性確保へ
　　　　　　　　　   提言4項目　　　　　　　　　   提言4項目

　小川名誉

教授は、令

和 8年度に

期限を迎え

る汚水処理

事 業 10年

概成を見据

え、浄化槽

で必要とさ

れる取り組

みを説明し

た。概成とは「おおむね整備を完了させる」こ

とで、国土交通省、農林水産省、環境省では汚

水処理人口普及率 95％を目安としている。全

国平均であるため達成は十分可能と見られてい

るが、小川名誉教授はそれとは別に、人口減少、

老朽化、財政難、災害の激甚化というインフラ

を取り巻く 4 つの課題を問題として挙げた。集

合処理方式の中でも特に公共下水道事業等は他

会計繰入金の割合も高く、全国では集合処理か

ら個別処理への見直しも進んでいると一部事例

を紹介した。

　しかし切替先の浄化槽にも単独処理浄化槽の

合併転換という課題があり、小川名誉教授は「現

状の転換ペースでは 30 年後においても全国で

約130万基が残存することになる。転換促進策志太健一室長補佐

小川浩名誉教授
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が急務」と指摘。改正浄化槽法で規定された特

定既存単独処理浄化槽に係る措置や、共同浄化

槽の活用にも触れつつ、今後必要とされる汚水

処理事業における取り組みについて①未整備集

合処理区域の一部を個別処理に変更することも

視野に入れる②合併転換に係る理解促進③合併

転換に係る手法の検討④下水道エリア内の単独

槽は接続を促進する――とまとめ、提案した。

　全浄連の   “浄化槽ビジョン”全浄連の   “浄化槽ビジョン”
　　　　　　　 策定へ協力要請　　　　　　　 策定へ協力要請

　講演後は午後 5 時から懇親会が開かれ、多く

の会員とともに関係省、関係

団体からも多数の来賓が出席

した。

　冒頭で上田会長は、「新年

度に向けて新たな浄化槽のビ

ジョンをまとめたいと考えて

いる。環境省がまとめた現行

の“浄化槽ビジョン”は平

成 19 年であり、そろそろ新

たなビジョンを持って事業計

画を立てていくべきではない

か。組織にはビジョンが必要

であり、毎年度ごとの計画と、

5 年後、10 年後の中長期的な

目標、そしてそれを毎年見直すというプロセス

が必要と私は考えている。そのためには全浄連

だけでなく、本日お越しの浄化槽システム協会、

日本環境整備教育センターの皆様のご意見もい

ただきながら、浄化槽はどういう役割を担うべ

きか、業界はどうあるべきかというビジョンを

考えてまいりたい。地域ごとに異なる課題を持

ち寄りながら、47 都道府県の総力を持って来

年度の 1 年間、きちっとしたものを出してまい

りたい。環境省、国交省、総務省、農水省の皆

様方とも情報交換をしながら浄化槽、生活排水

処理というものについて考えていけたら」と協

力を求めた。

1日目全景

懇親会で挨拶する上田勝朗会長
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　また環境省の沼田正樹浄化槽推進室長は、

「日頃より浄化槽行政に協力いただき、改めて

感謝申し上げる。浄化槽の現場の声を聞きな

がら施策や予算に反映していくというプロセ

スが大切だと考えており、今後も依頼があれ

ば日本全国を回ってまいりたい。何かあれば

当室まで寄せていただければ」と挨拶した。

　乾杯の発声には（公財）日本環境整備教育セ

ンターの由田秀人理事長が立ち、「上田会長よ

りビジョンが大切というお話があった。業界

の皆様が地域のリーダーとなって、今後の浄

化槽の世界が切り開かれることを期待申し上

げたい」と述べ、杯を掲げた。

　浄化槽台帳「Z-Join」や浄化槽台帳「Z-Join」や
　　　　　  防災トイレシステム　　　　　  防災トイレシステム

　会議の 2日目は事業報告等が行われ、全浄連

事務局が「浄化槽情報基盤整備事業」、東洋大

学都市環境デザイン学科の山崎宏史教授が「防

災トイレ浄化槽システムの提案」、（公社）徳

島県環境技術センターの杢保恭章専務理事が

「徳島県の協議会の取り組み」、（公社）福島県

浄化槽協会の棚木康仁総務課長が「令和 5年

度浄化槽システムの脱炭素化推進事業」につ

いて説明した。

　浄化槽情報基盤整備事業は、全浄連がサー

ビス展開する地方公共団体向け浄化槽台帳シ

ステム「Z-Join」に関するもので、まず導入実

績について令和 4 年度は 5 県 17 市町村、過年

度と令和 5 年度の導入見込みを合わせ約 50 の

地方公共団体で導入見込みであることを報告

した。

　また改めて同システムの概要やメリットなど

を説明しつつ、令和 5 年度の機能拡張として、

清掃業者や保守点検業者の維持管理報告を電子

化し、LGWANという一般ネットワークから切り

離された総合行政ネットワークにおいてもオン

ライン報告を可能とする仕組みを構築予定であ

ると説明した。これは政府のDXにも沿う取り

組みで、改めて会員らの協力を求めた。

　防災トイレ浄化槽システムの提案は、全浄連

が提唱する災害時のトイレ対策に関するもの。

　災害が発生し、インフラ等が損壊した場合は

仮設トイレや携帯トイレが必要になるが、それ

とは別に平時から使われているトイレが通常ど

おり使用できることが望ましい。浄化槽は災害

に強い特徴を持ち、配管等の機能が損なわれて

おらず、トイレ用水が確保できれば既設トイレ

がそのまま使用できる可能性が高い。

　山崎教授は、災害発生初期は汚物排除が最

優先の課題であることを説明しつつ、当初は

浄化槽を汚物貯留として使用し、電源などの

復旧が進むにつれてブロワ等を稼働させ、処

理能力を発揮させていくという基本的考えを

示した。

　その上で太陽光発電システムによる電気の

確保、井戸水やプール等によるトイレ洗浄水

の確保、貯留汚泥を少なく保つ平時の維持管

理などについても検討しつつ、単独処理浄化

槽の合併転

換と絡めて

災害時のト

イレ対策、

浄 化 槽 の

普及促進を

図っていく

必要性を訴

えた。

乾杯の挨拶をする由田秀人理事長

山崎宏史教授
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　会員団体における会員団体における
　法定協議会や脱炭素事業を報告　法定協議会や脱炭素事業を報告

　徳島県の協議会の取り組みは、改正浄化槽法

で規定された法定協議会によるもので、杢保専

務理事は令和 2 年 8月の設立後、すでに 6 回の

会合を重ねてきたと説明した。構成員は徳島県、

県内市町村、（公社）徳島県環境技術センター

などの業界団体等で、「普及・転換の促進部会」

「浄化槽台帳整備部会」「災害時の連携ルールづ

くり部会」「維持管理の向上部会」「市町村設置

型浄化槽整備の推進部会」の 5 部会で個別テー

マの検討を進めている。

　内容は維持管理費補助や転換経費の融資補

助、地上設

置型浄化槽

の開発、浄

化 槽 台 帳

システムに

お け る 管

理・運営体

制や個人情

報、情報収

集に関する

検討、台帳

に基づく適

正な維持管

理の実施、

災害時にお

けるし尿処

理体制の確

保など幅広

く、具体的

な成果、今

後の課題や

要望項目な

どについても言及した。

　脱炭素化推進事業は、福島県の事例に基づき、

事業の申請から交付に至るまでの流れについて

説明があった。事業の目的は浄化槽分野におけ

る温室効果ガスの排出削減だが、顧客（浄化槽

管理者）においても老朽化した浄化槽の更新が

可能というメリットがあり、業界の不作為によ

りユーザーが不利益を被ることのないよう、ま

ず説明責任を果たすことが必要と訴えた。また

要件を満たしていれば申請から交付までのハー

ドルも低く、福島県で実施している案内文書の

送付、申請や要件に関する相談等の取り組み等

についても説明した。

　その後、質疑応答の後、全 2日間の日程を終

えた。 

棚木康仁総務課長

2日目会議の様子

杢保恭章専務理事
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中・大型浄化槽の改修、交換に1/2補助

　（一社）全国浄化槽団体連合会（全浄連）は

11月30日まで、環境省「令和 5 年度浄化槽シ

ステムの脱炭素化推進事業」の対象事業の公

募を開始した。同事業は30人槽以上の中・大

型浄化槽の機器交換、あるいは本体交換に1/2

補助を行うもので、エネルギー効率に優れた

高効率機器の導入や、老朽化した浄化槽を最

新の省エネ型浄化槽へ交換することによって、

浄化槽分野における温室効果ガス排出削減を

図ることが目的。昨年度に引き続き、同時に

行う再生可能エネルギー設備の導入も補助対

象で、費用の按分も可能という極めて投資効

果の高い補助事業となっている。

　補助対象となる事業は具体的に、30人槽以

上の既設合併処理浄化槽について、①高効率

ブロワおよびブロワの稼働時間を削減可能な

タイマーやインバーター装置の導入によって

二酸化炭素排出量を20％以上削減する事業（＝

機器改修事業）②槽本体を先進的な省エネ型

浄化槽へ交換することによって二酸化炭素排

出量を46％以上削減できる事業（＝本体交換

事業）③機器改修事業または本体交換事業と

同時に再生可能エネルギー設備（太陽光発電や

蓄電池等）を導入する浄化槽システムの脱炭素

化に資する事業――となる。

　補助対象者は地方公共団体、民間企業、学

校法人や医療法人、団体などと幅広い。

　また再生可能エネルギー設備の導入は令和 4

年度から対象に加わった新たな事業だが、再

生可能エネルギー設備の導入によって削減し

た二酸化炭素排出量も省エネ改修事業の20％

要件、本体交換事業の46％要件から差し引く

ことが可能なほか、例えば建物の使用電力を

まかなう太陽光発電システムのうち、浄化槽

での使用相当分の費用を按分して補助を受け

ることも可能となっている。

　一方、補助対象となる事業費は一定の基準

が設けられており、機器改修事業の場合で二

酸化炭素排出削減量 1tあたり事業費8万円、

本体交換事業の場合で同事業費 10万円となっ

ている。これによって二酸化炭素排出削減に

寄与しない付帯工事の経費がかさむ場合など、

事業費に対して二酸化炭素排出削減量が少な

い場合は、総事業費に対する 1/2補助でなく、

基準額に対する 1/2補助が適用される。

　加えて太陽光発電システムは、あくまで浄

化槽の脱炭素化に資することが目的で、売電

を行う場合や、浄化槽の消費電力を超過した

発電設備は対象外。

　浄化槽所有者において二酸化炭素排出削減

量や基準額、対象設備の判断が難しい場合は

全浄連、または各都道府県ごとの受付団体が

相談を受け付ける。詳しくは全浄連ホーム

ページ（https://www.zenjohren.or.jp）に掲

載する公募要領記載の連絡先まで。
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　令和4年度全国浄化槽行政担当者会議が2

月22日、WEB会議システムにより開催された。

全国都道府県等の担当者を対象に、令和4年

度補正予算や同5年度予算の概要、改正浄化

槽法で定められた公共浄化槽や協議会、浄化

槽台帳の整備、特定既存単独処理浄化槽に対

する措置の取組状況などについて説明があっ

た。この中で公共浄化槽、法定検査について

は新たなマニュアル、事例集を公表予定とし

た。

　冒頭で浄化槽推進室の沼田正樹室長は、「令

和元年に浄化槽法が改正されたが、その目的

は単独処理浄化槽の合併転換や、法定検査の

受検など、浄化槽をいかに適正に普及させて

いくかという点にあったと理解している。現

状の取り組みは一部では成果が見られる一方、

進捗が十分でない点もあり、例えば浄化槽台

帳は全都道府県で整備されているが、そこに

どういったデータを入力し、どう活用を図っ

ていくかという点についてはまだ発展途上に

ある。課題解決には行政と事業者の連携が欠

かせず、引き続き皆様のご理解、ご協力を賜

りたい」と求めた。

　この後は浄化槽推進室から「交付金・補助

金の積極的な活用」「公共浄化槽整備・運営マ

ニュアル」「協議会の取り組み事例」「法定検

査受検率向上に向けた取り組み事例集」につ

いて説明があった。

 　維持管理費補助、
 　       脱炭素事業等の活用要請

　このうち交付金・補助金は、令和4 年度補正

予算と同5年度予算に関するもので、新たな

循環型社会形成推進交付金のメニューとして

「汚水処理施設概成に向けた浄化槽整備加速化

事業（交付率1/2）」を紹介した。交付率1/2の

事業としては他に「環境配慮・防災まちづくり

浄化槽整備推進事業」があるが、同事業が計

画的な単独処理浄化槽の合併転換を盛り込む

必要があるのに対し、新たな加速化事業では

令和8年度の汚水処理施設概成目標の達成の

ため、「従来の整備進捗率を上回って浄化槽整

備を加速する」ことが要件であり、より使い

やすい事業となっている。

　また公共浄化槽事業では「少人数高齢世帯

の維持管理負担軽減事業」が創設され、浄化

槽の維持管理費を直接補助するメニューが創

設された。

　平成29年度から要件を緩和しつつ実施し続

けてきた「浄化槽システムの脱炭素化推進事

業」は、令和5年度も18億円を計上するも、

一部の事業者が積極的に活用するにとどまる

など、業界全体としての取り組みが消極的な

ことから改めて活用を求めるとともに、自治

体所有の浄化槽においても多数が対象となり

得ることから「都道府県・市町村の浄化槽担当

部署から、浄化槽が設置されている各施設の

部署に広く周知・説明し、積極的な活用を図ら

れたい」と求めた。

　またその他の説明では、公共浄化槽事業に

関して取り組み効果や新たな BOO、BOT方式

（民設民営方式）について説明するとともに、

「公共浄化槽整備・運営マニュアル（令和4年

度改訂版）」の公表や、モデル事業の実施予定、

協議会の重要性と取り組み事例、「浄化槽法定

検査の受検率向上に向けた取り組み事例集（第

2版）」の公表とポイントなどを説明した。

令和4年度浄化槽行政担当者会議開く
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    全浄連「Z-Join」の
                       活用事例など報告

　この後は報告・発表に移り、埼玉県水環境

課が「浄化槽台帳システムの整備・活用事例」、

浄化槽推進室が「特定既存単独処理浄化槽の

措置の推進」、「循環型社会形成推進交付金の

連絡事項」について報告した。

　このうち浄化槽台帳システムは、令和元年

度の改正浄化槽法から都道府県に整備が義務

づけられたが、最も重要な台帳の更新の仕組

みがいまだ不十分なものとなっている。更新

が行わなければ実態把握も指導も行えず、埼

玉県ではこうした問題意識から台帳整備に取

り組んだ。令和2 年7月に設置した「埼玉県浄

化槽処理適正処理促進協議会」において細部

を詰め、（一社）全国浄化槽団体連合会（全浄連）

の「Z-Join」などを活用し台帳構築を進めた。

会議ではこの経緯と、今後の課題などを報告

した。

　説明後は質疑応答が行われ、全体を通じて

循環型社会形成推進交付金の各事業における

要件、浄化槽台帳システムで用いる地図デー

タ、特定既存単独処理浄化槽の措置の推進に

向けた普及啓発などが取り上げられた。

PFI事業のスキーム（BTO方式の例）

PFI- BOO方式の想定される事業スキーム
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　環境省はこのほど、全国の自治体を対象にし

た調査で、浄化槽に関する協議会等の整備状況

を取りまとめた。複数の自治体が参画するもの

を含み全国で58団体が組織されており（令和4

年7月時点）、このうち改正浄化槽法で規定す

る法定協議会は18団体だった。活動内容につ

いては、法定協議会は浄化槽の適正な普及に向

けた関係者間連携を主とするものが多く、非法

定協議会は維持管理一括契約や補助金申請の受

付、点検や採水業務の実施、講習会等の普及啓

発など、地域ごとにさまざまな形態で存在して

いることが分かった。

　令和元年度に改正し、同 2年度から施行され

た改正浄化槽法では「地方公共団体は、浄化槽

の設置および管理に関して必要な協議を行うた

めの協議会を組織することができる」と定めら

れている。

　いわゆる“できる規定”で義務ではないが、

浄化槽で喫緊の課題とされる単独処理浄化槽の

合併転換、法定検査受検率の向上、浄化槽台帳

システムの整備には、都道府県、自治体、事業

者、地域住民の連携および理解・協力が必要で、

今後の浄化槽行政の推進に当たってはもはや必

須の取り組みとなっている。

　そのため施行から約3年が経過し、法定協議

会を新たに立ち上げる、あるいは従来の非法定

協議会の活動を拡充するなどして法定協議会に

格上げするケースも増えてきた。

　このうち法定協議会について、都道府県とし

て設置しているのは栃木県、埼玉県、山梨県、

愛知県、滋賀県、鳥取県、広島県、徳島県、福

岡県の9県。埼玉県では協議会の下に作業部会

を設置し、浄化槽維持管理情報の収集等の体制

整備と、関係者連携による単独処理浄化槽の合

併転換や法定検査受検率向上に向けた取り組み

を行っているという。

　愛知県では、施工や保守点検、清掃、指定検

査機関の団体と名古屋市、岡崎市、豊田市、豊

橋市が連携し、浄化槽の適正な維持管理、特定

既存単独処理浄化槽の合併転換、浄化槽台帳シ

ステム情報の精査や共有・活用に向けた検討を

進めている。また県下の一宮市は別途法定協議

会を立ち上げており、市議会議員を含めて浄化

槽管理者に対する支援、適正な維持管理の実

施、浄化槽台帳などについて検討を行ってい

る。

　滋賀県も浄化槽台帳の整備、適正な維持管

理の実施に向け、県および全市町、指定検査機

関、業界団体が連携しているが、浄化槽台帳に

ついてはロードマップの策定に取り組んでい

る。

　鳥取県は有識者、指定検査機関、鳥取県浄化

槽協会、浄化槽管理者、市町職員が参加し、そ

れぞれの課題ごとに部会を設置し、浄化槽管理

者等への支援、適正な維持管理の実施、単独処

理浄化槽の合併転換、特定既存単独処理浄化槽

に対する措置、浄化槽関係者の技術力向上に取

り組んでいる。

　徳島県は市町村、指定検査機関、業界団体、

PFI事業を実施するSPCなどが参加し、単独処

理浄化槽の合併転換、浄化槽台帳作成に向けた

情報収集の方策、適正な維持管理の実施などに

ついて部会を設置し、鳥取県と同様に専門的な

検討を進めている。

　いずれの協議会も単独処理浄化槽の合併転

換、浄化槽台帳の整備、行政や業界等の連携と

いう活動は取り込んでおり、環境省も「協議会

の果たす役割は重要」とさらなる横展開と、活

動に期待を述べている。

全国58団体のうち18団体が法定協議会
改正浄化槽法に基づき全国調査
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　環境省は3月4日、令和3年度における浄化

槽設置基数は752万7615基（対前年度比9668基

増）と発表した。内訳は単独処理浄化槽が356

万9862基（同7万25基減）、合併処理浄化槽が

395万7753基（同7万9693基増）。また浄化槽法

に基づく法定検査の受検率は、使用開始後3～

5カ月以内に行う7条検査が94.9％（同1.9ポイ

ント減）と減少するも過去15年間90％以上をお

おむね維持（平成24年のみ89.7％）、年1回行

う11条検査は47.1％（同1.4 ポイント増）で、

合併処理浄化槽のみに限ると64.9％（同1ポイ

ント増）だった。

　浄化槽設置基数は、平成12年に生活排水が

処理できない単独処理浄化槽（単独槽）の新設

が禁止されてから、合併処理浄化槽（合併槽）

の設置基数のみ伸びている。そのため設置基

数に占める合併槽の割合は徐々に増加し、令

和元年度は初めて合併槽の設置基数が単独槽

を上回った。令和2年度時点において、設置基

数に占める合併槽の割合は52.6％となってい

る。

　ただし住宅の除却等に伴う単独槽の減少が著

しく、浄化槽設置基数は減少傾向にある。設置

基数が減少すれば業界が先細りになることが避

けられず、単独処理浄化槽の合併転換、汚泥の

利活用、脱炭素社会や人口減少社会への対応が

喫緊の課題と考えられる。

　浄化槽設置基数を都道府県別に見た場合（次

頁表参照）、設置基数が最も多いのは千葉県で

55万3503基（合併のみ26万2075基）で、次いで

愛知県が54万1404基（同22万5811基）、静岡県

が49万1125基（同20万2033基）、埼玉県が46万

8912基（同24万2745基）、鹿児島県が31万2760

基（同21万1599基）などとなっている。

　また設置基数に占める合併槽の割合は、岩手

県が最も高く93.1％（設置基数5万4948基）で、

次いで長野県が85.2％（同7万3012基）、長崎

県が 82.6％（同 6万4403基）と80％を上回って

いる。

　新設基数は静岡県が7221基、愛知県が6984

基、千葉県が6951基、埼玉県が6131基、鹿児

島県が5774基、群馬県が4972基、茨城県が

4719基と多い。

　また浄化槽の適正な施工および維持管理を担

保する法定検査受検率は、7 条検査は神奈川県

が65％、千葉県が 78.2％と低いが、全体とし

ては94.9％とおおむね受検されている状況が続

いている。

　一方、11条検査は非常に地域差が大きく、

90％以上はわずか3県、反対に0～20％未満と

著しく低い地域も5県存在する。全体としては

47.1％で改善が急務だが、都道府県ごとに事情

が異なり、さらに低い都道府県の中でも市町村、

地域ごとに格差が存在するケースもあるため、

浄化槽台帳の整備等を通じたきめ細やかな課題

分析と受検指導が求められている。

　都道府県別の受検率ランキングは、岐阜県

が96.2％（合併のみ98.8％）、宮城県が91.4％

（同99％）、岡山県が90.3％（同93.4％）、岩

手県が89.5（同90.5％）、長崎県が 88.3％（同

90.9％）でトップ 5。反対に低いのは、沖縄

県が8.6％（同20.6％）、大阪府が13.2％（同

25.2％）、千葉県が 13.5％（同25.6％）、神奈

川県が16％（同31.2％）、山梨県が16.2％（同

35.7％）だった。
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令和 3年度における都道府県別浄化槽の設置状況等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都道府
県　名

設　　置　　基　　数
新 設 基 数

受検率
（7条検査）

受検率
（11条検査）

全　数
単独処理
浄化槽

合併処理浄化槽

高度処理型
割合

全　数 高度処理型
割合

全　数 合併処理
浄化槽のみ

北 海 道 75,290 18,192 57,098 31.2％ 1,396 66.3％ 98.8％ 88.1％ 95.9％

青 森 県 113,999 67,367 46,632 6.1％ 1,269 0.0％ 100.0％ * 48.4％ 80.4％

岩 手 県 59,042 4,094 54,948 35.9％ 1,304 90.6％ 94.3％ 89.5％ 90.5％

宮 城 県 77,445 21,924 55,521 27.9％ 1,208 58.0％ 100.0％ 91.4％ 99.0％

秋 田 県 69,862 26,581 43,281 32.6％ 782 82.4％ 100.0％ * 64.2％ 81.4％

山 形 県 65,992 32,086 33,906 26.4％ 563 69.1％ 87.5％ 75.8％ 86.7％

福 島 県 282,305 152,130 130,175 45.8％ 3,334 87.8％ 91.3％ 33.1％ 69.2％

茨 城 県 252,452 86,034 166,418 42.2％ 4,719 99.2％ 89.3％ 46.0％ 58.0％

栃 木 県 157,211 47,643 109,568 33.4％ 2,168 97.6％ 100.0％ 74.6％ 73.3％

群 馬 県 305,653 161,964 143,689 51.8％ 4,972 99.4％ 81.0％ 79.2％ 85.2％

埼 玉 県 468,912 226,167 242,745 29.0％ 6,131 98.1％ 100.0％ 22.3％ 36.8％

千 葉 県 553,503 291,428 262,075 38.4％ 6,951 99.0％ 78.2％ 13.5％ 25.6％

東 京 都 17,553 8,844 8,709 52.7％ 175 98.3％ 82.9％ 27.9％ 47.9％

神奈川県 137,890 94,714 43,176 23.7％ 1,105 96.2％ 65.0％ 16.0％ 31.2％

新 潟 県 184,914 126,213 58,701 30.8％ 1,478 76.7％ 93.2％ 71.8％ 81.1％

富 山 県 38,369 25,688 12,681 29.6％ 201 96.0％ 100.0％ 39.5％ 75.5％

石 川 県 50,539 27,382 23,157 33.3％ 401 74.6％ 100.0％ 46.0％ 65.3％

福 井 県 36,725 20,202 16,523 33.7％ 225 95.1％ 100.0％ 57.2％ 76.4％

山 梨 県 123,930 73,824 50,106 30.1％ 1,402 98.5％ 96.1％ 16.2％ 35.7％

長 野 県 85,659 12,647 73,012 10.3％ 1,137 40.4％ 82.3％ 73.4％ 80.9％

岐 阜 県 176,337 93,513 82,824 39.0％ 1,622 99.6％ 99.9％ 96.2％ 98.8％

静 岡 県 491,125 289,092 202,033 11.8％ 7,221 23.3％ 84.1％ 30.3％ 59.8％

愛 知 県 541,404 315,593 225,811 40.5％ 6,984 69.1％ 94.8％ 26.2％ 55.6％

三 重 県 224,506 99,414 125,092 33.1％ 2,693 92.2％ 99.8％ 39.6％ 56.0％

滋 賀 県 31,222 12,344 18,878 8.9％ 182 35.2％ 100.0％ 47.4％ 59.5％

京 都 府 34,717 11,644 23,073 18.7％ 319 69.3％ 100.0％ * 52.9％ 68.3％

大 阪 府 109,109 62,720 46,389 32.3％ 911 95.0％ 100.0％ 13.2％ 25.2％

兵 庫 県 80,224 35,105 45,119 22.0％ 639 58.5％ 100.0％ * 65.9％ 82.3％

奈 良 県 98,682 65,109 33,573 36.7％ 781 98.6％ 100.0％ 20.4％ 50.5％

和歌山県 206,755 98,504 108,251 24.0％ 2,909 69.5％ 100.0％ * 39.8％ 62.2％

鳥 取 県 25,152 13,135 12,017 29.3％ 340 92.4％ 100.0％ 55.7％ 72.0％

島 根 県 70,048 31,166 38,882 33.3％ 936 98.6％ 100.0％ 75.9％ 89.6％

岡 山 県 169,552 56,325 113,227 29.9％ 2,370 82.9％ 100.0％ 90.3％ 93.4％

広 島 県 173,178 69,190 103,988 29.7％ 2,991 64.4％ 100.0％ 71.3％ 79.5％

山 口 県 122,582 51,604 70,978 26.8％ 1,584 65.4％ 89.1％ 57.0％ 64.1％

徳 島 県 201,647 124,081 77,566 39.6％ 2,573 27.7％ 100.0％ 61.4％ 70.8％

香 川 県 176,243 81,759 94,484 44.9％ 3,221 99.1％ 100.0％ 55.0％ 64.7％

愛 媛 県 174,465 87,015 87,450 42.9％ 2,129 99.1％ 100.0％ 38.0％ 74.1％

高 知 県 102,586 40,026 62,560 41.8％ 1,699 88.9％ 96.0％ 57.6％ 70.2％

福 岡 県 179,662 40,218 139,444 19.8％ 3,990 49.7％ 100.0％ 73.9％ 82.8％

佐 賀 県 57,662 16,910 40,752 46.5％ 1,243 95.3％ 100.0％ 80.5％ 90.8％

長 崎 県 77,945 13,542 64,403 49.5％ 1,807 98.6％ 88.1％ 88.3％ 90.9％

熊 本 県 144,509 52,466 92,043 45.1％ 2,372 97.0％ 94.4％ 66.8％ 78.0％

大 分 県 152,993 65,937 87,056 34.3％ 2,993 52.2％ 100.0％ 45.5％ 73.2％

宮 崎 県 141,537 60,911 80,626 50.7％ 2,397 61.7％ 98.8％ 57.1％ 70.1％

鹿児島県 312,760 101,161 211,599 38.0％ 5,774 99.2％ 100.0％ 52.5％ 53.6％

沖 縄 県 93,768 56,254 37,514 39.5％ 1,860 96.5％ 100.0％ 8.6％ 20.6％

合　計 7,527,615 3,569,862 3,957,753 34.0％ 105,461 78.5％ 94.9％ 47.1％ 64.9％

注）*は検査対象件数が推計のため 100％超となっている場合を示す。
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　環境省は1月20日、鳥取市のとりぎん文化会

館で令和4年度浄化槽トップセミナーを開催し

た。同セミナーは地方公共団体の政策決定に

携わるトップを対象に浄化槽の特徴をアピー

ルし、浄化槽の整備促進と適正な普及を促す

ためのもの。会場には県内外から多数の市町

村長、議会議員、行政担当者、さらに鳥取県

の平井伸治県知事、鳥取市の深澤義彦市長、

地元選出の石破茂衆議院議員らが来賓として

出席した。

　冒頭で環境省環境再生・資源循環局の土居健

太郎局長は、主催者を代表し「浄化槽は設置ま

での期間が短く、非常にコンパクトであるな

ど優れた特性を持っており、全国で水環境の

保全という役割を果たしている。一方で、こ

の機能を維持するには定期的な維持管理が必

要であり、関係者の連携によって社会システ

ムとして維持していくことが非常に重要。ま

た浄化槽は災害に強い特徴を持っており、浄

化槽台帳の整備、法定協議会の設置など行っ

ていただきながら、避難所等への設置につい

ても検討いただけたら」と挨拶した。

　また来賓挨拶で平井知事は「本日は講演を通

じてさまざまな知見の共有をさせていただく。

鳥取県の環境問題、生活の質の向上、災害対

策等の道筋について皆様と議論し、解決につ

ながることを期待したい。本県では浄化槽台

帳の整備、協議会の設置が進んできているが、

浄化槽の法定検査が不十分との指摘もあり、

浄化槽の重要性を十分に周知していくことが

必要と考える」とセミナーの成果に期待を述

べた。

　また石破茂衆議院議員は、脱炭素に資する

浄化槽汚泥の炭化技術、浄化槽システムの海

外展開などに期待を述べつつ、「我が国はシェ

ルターが不足している。整備率は0.02％で、

恐らく先進国で最下位。災害時のトイレ問題

に照らしても、シェルターで浄化槽をどう活

用していくか研究する必要があると考えてい

る。皆様のお知恵をこれからお願いするとと

もに、本日のセミナーが有意義なものとなる

ようご期待申し上げる」と挨拶した。

　この後は環境省浄化槽推進室の沼田正樹室

長が「これからの浄化槽」、常葉大学の小川浩

名誉教授が「社会情勢の変化とこれからの汚水

処理事業」、兵庫県佐用町の庵逧典章町長が「中

山間地での生活排水処理の取り組み、合併処

理浄化槽の活用と公的管理」、東洋大学理工学

部都市環境デザイン学科の山崎宏史教授が「浄

化槽の特長を活かした避難所トイレシステム」

についてそれぞれ講演した。

　この中で沼田室長は、令和8年度に期限を迎

える汚水処理施設未普及解消に向けた取り組

みと、単独処理浄化槽の合併転換、公共浄化

槽事業の重要性、脱炭素への取り組み、現行

の予算制度などについて説明した。

平井県知事や石破茂議員など来賓多数

挨拶する土居局長
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　小川教授は、人口減少を踏まえた下水道事

業の危機的な経営状況に触れつつ、実際の水

質改善事例を示しながら浄化槽を選択するメ

リットについて説明した。

佐用町の公設浄化槽
            　　　  　　事業を解説

　庵逧町長は、佐用町の紹介をしつつ、1991

年に取り組みを開始した汚水処理施設の普及

目標を取り上げ、建設コスト、水質保全、人

口減少への対応、統一サービスの提供という

観点から実施した公設浄化槽事業について説

明した。浄化槽は安価、工期の短さ、人口減

少への対応の柔軟さ、災害への強さ、水質保

全効果といった点で優れており、庵逧町長は

「中山間地域においては“人口”という数値に

過度にとらわれてはいけない。“くらして幸せ”

と感じられるまちづくりを進めるために上下

水道は重要な位置づけであり、そのためにサー

ビスの向上、経費削減による持続性のある行

政運営に努める必要がある」とまとめた。

　山崎教授は、過去の災害における避難所ト

イレの実情と課題を説明し、避難所仕様のト

イレ浄化槽システムについて提案した。必要

とされるトイレ個数や浄化槽の機能、さらに

は災害時の避難状況把握システムの構築、汚

泥処理、下水道との連携についても言及した。

会場の様子
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　（一社）浄化槽システム協会（JSA）の調べに

よると、令和4年に海外に設置された浄化槽

は5486基（対前年比1954基減）で、累計設置

基数は5万181基に達したことが分かった。こ

れまでの実績の伸びは中国が牽引してきた側

面があるが、中国における令和4 年実績は283

基（同3519基減）まで減少し、これまでも増

加の著しかったアメリカが2663基（同1134 基

増）、オーストラリアが1804基（同318基増）

まで増加した。

　また中国、アメリカ、オーストラリアの他

は、スリランカが168基（同75基増）、インド

が154基（同43基減）、ドイツが114基（同6基

増）、ベトナムが110基（同85基増）、ミャンマー

が 69基（同28基増）などとなっている。

　かつては9064基（平成30年）もの出荷基数

を誇った中国が失速したことにより、単年で

の出荷基数は減少したが、その他の国では徐々

に出荷基数が伸びており、今後も実績として

は積み上がっていくことが期待される。

　同調査は、JSAの会員からのヒアリングに

基づくもので、日本から輸出した浄化槽（ノッ

クダウン方式を含む）、または自社の海外工

場で生産した浄化槽の基数をカウントしてい

る。

中国失速するも米、豪実績が大幅増

2022.12末まで　（一社）浄化槽システム協会調べ

浄化槽海外設置実績
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　環境省は4月11日、次期廃棄物処理施設整備

計画案を公表し、浄化槽については現行計画と

同じく「浄化槽整備区域内の浄化槽人口普及率」

「先進的省エネ型浄化槽導入基数」の 2 項目を

指標として挙げた。目標値は前者が2027年度

72.5％（2020年度58％）、後者が家庭用75万基

（同33万基）、中・大型浄化槽が2万7000基（同

9000基）となっている。

　計画では汚水処理施設の概成に向けて浄化槽

の整備を進めていくこととし、特定既存単独処

理浄化槽の合併転換に関する措置、浄化槽処理

促進区域の指定、公共浄化槽事業、浄化槽台帳

の整備、協議会の設置などを推進するとしてい

る。

　具体的に、浄化槽台帳は維持管理情報の把握

を盛り込み、同情報に基づいて適正な維持管理

の指導等を進める。

　公共浄化槽は計画的な整備と適正な維持管理

を図る観点から推進し、PFI 等の民間活用も積

極的に導入を進める。

　いまだ 364万基残存する単独処理浄化槽は、

公衆衛生上問題のある特定既存単独処理浄化槽

の合併転換と合わせて進め、公共が所有する単

独処理浄化槽も率先して合併転換を図る必要が

あるとした。

　また地球温暖化対策、国土強靱化の面では、

先進的な省エネルギー性能を有する家庭用浄化

槽の導入、エネルギー効率の低い既存の中・大

型浄化槽の交換等を進めるとともに、浄化槽整

備区域内の防災拠点となる公共施設や避難所に

おいて、災害時に自立的な用水の確保や太陽光

発電等による自立・分散型エネルギーの確保を

行う。

　

廃棄物処理施設整備計画（案）（抜粋）

し尿及び生活雑排水の処理を推進し、水環境の保全を図る。

・浄化槽整備区域内の浄化槽人口普及率 58％ (2020年度実績 ) → 72.5％ (2027年度）

　（補助指標 :浄化槽台帳により維持管理情報（保守点検・清掃・法定検査）を把握している都道府県数）

・先進的省エネ型浄化槽導入基数　家庭用33万基、中・大型 9千基 (2020年度実績）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→ 家庭用75万基、中・大型 27千基 (2027年度）

　（補助指標 :浄化槽の省エネルギー化による CO2排出削減量  ※5)

  ※ 5 :地球温暖化対策計画 （令和 3年10月22日閣議決定）において、「浄化槽の省エネルギー化」

  　により、2030年度に2013年度の低炭素社会対応型浄化槽より消費電力を26％削減した浄化槽の

  　累積基数を93万基、中・大型浄化槽の省エネ化の累積基数を3.4万基とすることを目標としており、

  　その際の CO2の排出削減見込量は12.3万トンCO2である。
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一般社団法人 全国浄化槽団体連合会一般社団法人 全国浄化槽団体連合会「水環境保全助成事業」「水環境保全助成事業」一般社団法人 全国浄化槽団体連合会「水環境保全助成事業」
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令和5年度  浄化槽管理士講習・浄化槽設備士講習令和5年度  浄化槽管理士講習・浄化槽設備士講習
　　　　　　および各種講習会のご案内　　　　　　および各種講習会のご案内

令和5年度実施の各種講習会の開催についてお知らせいたします。

講習会の受講を希望される方は、各受付機関までご連絡ください。

また、当教育センターホームページでも詳しくご覧になれます。

公益財団法人 日本環境整備教育センター
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月　日 摘　　　　要 会 場・訪 問 先

1 月 26 日 2022年「第 3回 政策会議」 ホテルグランドヒル市ヶ谷

2月 21 日 2022年「第 3回 正副会長会」（Web 会議） 全浄連会議室

2月 21 日 2022年「第 4回 事業委員会」（Web 会議） 全浄連会議室

2月 27 日

　～ 28 日
「令和 4年度事務局長会議」 ホテルグランドヒル市ヶ谷

3月 13 日 2022年「第 4回 正副会長会」（対面、Web 併用） ホテルグランドヒル市ヶ谷

3月 16 日 2022年「第 2回 保守・清掃委員会」（Web 会議） 全浄連会議室

3月 23 日 2022年「第 45 回 理事会」（対面、Web 併用） ホテルグランドヒル市ヶ谷

3月 28 日 2022年「第 4回 政策会議」（Web 会議） 全浄連会議室

4月 11 日 2023年「第 1回 製造・施工委員会」 ホテルグランドヒル市ヶ谷

4月 27 日 2023年「第 1回 評議員会」（対面、Web 併用） ホテルグランドヒル市ヶ谷

月　日 摘　　　　要 会      場

1 月 18 日 全国一般廃棄物環境整備協同組合連合会「新春懇談会」 海運クラブ

1月 20 日 令和 4年度浄化槽トップセミナー鳥取 とりぎん文化会館

1月 28 日 「令和 4年度新春講演会」 日本廃棄物団体連合会










